
普通財産の無償貸付等が可能となる相手方の追加について 

 

１ 要旨 

国営施設の誘致等による地域活性化並びに土地の有効活用を図るため、普通財産の無償貸

付等が可能となる相手方に国を追加しようとするもの。 

 

２ 背景 

 平成 23 年 11 月、地方公共団体から国等に対する寄付を原則禁止していた「地方公共団体

の財政の健全化に関する法律（平成 19年法律第 94号）」附則第５条の規定が削除された。 

 この改正は地域の自主性及び自立性を高めていくことを目的に、国等への寄附金等の支出

を原則禁止していたものを、地方公共団体の自主的な判断に委ねることとしたものである。 

 

３ 県内他市の状況 

国を「譲与又は減額譲渡」及び「無償貸付又は減額貸付」の対象としている団体 

盛岡市、花巻市、北上市、遠野市、二戸市、八幡平市、滝沢市（14市中７市） 

 

４ 一関市財産の交換、譲与、無償貸付等に関する条例について 

財産の譲渡又は貸付けに関し、地方自治法第 96条第１項第６号の規定では「条例で定める

場合を除くほか、財産を交換し、出資の目的とし、若しくは支払手段として使用し、又は適正

な対価なくしてこれを譲渡し、若しくは貸し付けること」は、「議決しなければならない」と

されている。 

一関市財産の交換、譲与、無償貸付等に関する条例は、地方自治法第 96条第１項第６号の

規定による適正な対価によらない譲渡、貸付等について定めた条例であり、この条例による

譲与、無償貸付等については議決事件の対象外とされている。 

 

５ 改正の概要 

普通財産の有効活用による地域活性化を図るため、当該条例に規定する普通財産の譲与又

は減額譲渡が可能となる相手方（条例第３条第１号及び第２号）及び普通財産の無償貸付又

は減額貸付が可能となる相手方（条例第４条第１号）に国を追加するもの。 

 

６ その他 

一ノ関駅東口工場跡地が市に引き渡される予定であることから、事前に国を無償貸付等の

対象に加えるもの。 

 

 

 

 

（参考） 関係法令 

○ 地方自治法（昭和22年法律第67号） 

第96条 普通地方公共団体の議会は、次に掲げる事件を議決しなければならない。 

⑴～⑸ ［略］ 

⑹ 条例で定める場合を除くほか、財産を交換し、出資の目的とし、若しくは支払手段として使

用し、又は適正な対価なくしてこれを譲渡し、若しくは貸し付けること。 

（財産の管理及び処分） 

第237条 この法律において「財産」とは、公有財産、物品及び債権並びに基金をいう。 

２ 第238条の４第１項の規定の適用がある場合を除き、普通地方公共団体の財産は、条例又は議

会の議決による場合でなければ、これを交換し、出資の目的とし、若しくは支払手段として使用

し、又は適正な対価なくしてこれを譲渡し、若しくは貸し付けてはならない。 

３ ［略］ 

（公有財産の範囲及び分類） 

第238条 この法律において「公有財産」とは、普通地方公共団体の所有に属する財産のうち次に

掲げるもの（基金に属するものを除く。）をいう。 

 ⑴ 不動産 

 ⑵～⑻  ［略］ 

２ ［略］ 

３ 公有財産は、これを行政財産と普通財産とに分類する。 

４ 行政財産とは、普通地方公共団体において公用又は公共用に供し、又は供することと決定した

財産をいい、普通財産とは、行政財産以外の一切の公有財産をいう。 

 

○ 一関市財産の交換、譲与、無償貸付等に関する条例（平成17年一関市条例第51号） 

 （普通財産の譲与又は減額譲渡） 

第３条 普通財産は、次の各号のいずれかに該当するときは、これを譲与し、又は時価よりも低い

価額で譲渡することができる。 

 ⑴ 他の地方公共団体その他公共団体において公用若しくは公共用又は公益事業の用に供する

ため、普通財産を他の地方公共団体その他公共団体に譲渡するとき。 

 ⑵ 他の地方公共団体その他公共団体において維持及び保存の費用を負担した公用又は公共用

に供する財産の用途を廃止した場合において、当該用途の廃止によって生じた普通財産を、そ

の負担した費用の額の範囲内において、当該地方公共団体その他公共団体に譲渡するとき。 

 ⑶・⑷ ［略］ 

 （財産の無償貸付又は減額貸付） 

第４条 普通財産は、次の各号のいずれかに該当するときは、これを無償又は時価よりも低い価

額で貸し付けることができる。 

⑴ 他の地方公共団体その他公共団体又は公共的団体において公用若しくは公共用又は公益事

業の用に供するとき。 

⑵ ［略］ 
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